
第５１号議案 

 

   東京都台東区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  令和２年９月１１日 

 

提出者 東京都台東区長  服  部  征  夫 

 

（提案理由） 

 この案は、谷中地区地区計画の区域内における建築物の制限等

に関し、必要な事項を定めるため提出します。 

 



   東京都台東区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例の一部を改正する条例 

 

 東京都台東区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例（平成２３年３月台東区条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

 第４条の次に次の１条を加える。 

（建築物の容積率の最高限度） 

第４条の２ 建築物の容積率は、別表第２に掲げる計画地区の区

分に応じ、同表（ろ）欄に掲げる数値以下でなければならない。 

２ 前項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積

には、次の各号に掲げる建築物の部分の床面積は、当該敷地内

の建築物の各階の床面積の合計（同一敷地内に２以上の建築物

がある場合においては、それらの建築物の各階の床面積の合計

の和）に当該各号に定める割合を乗じて得た面積を限度として

算入しない。 

 (１) 自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐

車のための施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）の

用途に供する部分 ５分の１ 

 (２) 専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分  

５０分の１ 

 (３) 蓄電池（床に据え付けるものに限る。）を設ける部分 ５

０分の１ 

 (４) 自家発電設備を設ける部分 １００分の１ 

 (５) 貯水槽を設ける部分 １００分の１ 

 (６) 宅配ボックス（配達された物品（荷受人が不在その他の



事由により受け取ることができないものに限る。）の一時保管

のための荷受箱をいう。）を設ける部分 １００分の１ 

３ 第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面

積には、建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ１メート

ル以下にあるものの住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するもの（以下この項及び次項において「老人ホーム

等」という。）の用途に供する部分（建築基準法施行令（昭和２

５年政令第３３８号）第１２９条の３第１項第１号に規定する

エレベーター（次項において「エレベーター」という。）の昇降

路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム等の共用の廊下若し

くは階段の用に供する部分を除く。以下この項において同じ。）

の床面積（当該床面積が当該建築物の住宅及び老人ホーム等の

用途に供する部分の床面積の合計の３分の１を超える場合にお

いては、当該建築物の住宅及び老人ホーム等の用途に供する部

分の床面積の合計の３分の１）は、算入しない。 

４ 第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面

積には、エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老

人ホーム等の共用の廊下若しくは階段の用に供する部分の床面

積は、算入しない。 

５ 第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面

積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律（平成１８年法律第９１号）第１７条第３項の認定を受けた

計画（同法第１８条第１項の規定による変更の認定があったと

きは、その変更後のもの）に係る特定建築物（同法第２条第１

６号に規定する特定建築物をいう。）の建築物特定施設（同法第

２条第１８号に規定する建築物特定施設をいう。以下同じ。）の



床面積のうち、移動等円滑化（同法第２条第２号に規定する移

動等円滑化をいう。以下同じ。）の措置をとることにより通常の

建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施

行令（平成１８年政令第３７９号）第２４条に定める床面積は、

算入しない。 

６ 第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面

積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律第２２条の２第４項の認定を受けた計画（同条第５項におい

て準用する同法第１８条第１項の規定による変更の認定があっ

たときは、その変更後のもの）に係る協定建築物（同法第２２

条の２第１項に規定する協定建築物をいう。）の協定建築物特定

施設（同条第１項に規定する協定建築物特定施設をいう。）の床

面積のうち、移動等円滑化の措置をとることにより通常の建築

物の建築物特定施設の床面積を超えることとなる場合における

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令

第２４条に定める床面積は、算入しない。 

７ 第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面

積には、低炭素建築物（都市の低炭素化の促進に関する法律（平

成２４年法律第８４号）第２条第３項に規定する低炭素建築物

をいう。）の床面積のうち、同法第５４条第１項第１号に掲げる

基準に適合させるための措置をとることにより通常の建築物の

床面積を超えることとなる場合における都市の低炭素化の促進

に関する法律施行令（平成２４年政令第２８６号）第１３条に

定める床面積は、算入しない。 

８ 第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面



積には、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平

成２７年法律第５３号）第３２条に規定する認定建築物エネル

ギー消費性能向上計画に係る建築物の床面積のうち、同法第３

０条第１項第１号に掲げる基準に適合させるための措置をとる

ことにより通常の建築物の床面積を超えることとなる場合にお

ける建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行令

（平成２８年政令第８号）第１４条に定める床面積は、算入し

ない。 

９ 法第５２条第１４項の規定による許可を受けた建築物に対す

る第１項の規定の適用については、その許可の範囲内で、同項

の規定による限度を超えるものとすることができる。 

 第５条第１項中「同表（ろ）欄」を「同表（は）欄」に改める。 

 第６条中「同表（は）欄」を「同表（に）欄」に改める。 

 第７条第１項中「同表（に）欄」を「同表（ほ）欄」に改める。 

 第１０条第２項中「第６条」の次に「又は第７条第１項」を加

え、「当該建築物の既存部分のうち同条の規定に適合しない部分」

を「当該増築又は改築をする部分以外の部分」に改め、同条第３

項中「第６条又は第７条第１項」を「第４条、第４条の２第１項、

第６条又は第７条第１項」に改める。 

 第１１条第２項中「第６条又は第７条第１項」を「第４条の２

第１項、第６条又は第７条第１項」に改める。 

 別表第１に次のように加える。 

東京都市計画谷中地

区地区計画地区整備

計画区域 

令和２年台東区告示第   号に定める東京都市計画谷

中地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定めら

れた区域 

 別表第２の１東京都市計画浅草六区地区地区計画地区整備計画

区域の部中 

(ろ) 建 築 物 の

敷 地 面 積

３００平方メートル   
「 



の 最 低 限

度 

(は) 建 築 物 の

壁 面 の 位

置の制限 

建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面（ベランダ、バル

コニーその他これらに類す

るものを含む。）から道路境

界線までの距離は、計画図２

に掲げる区分に応じ、それぞ

れ定められた数値以上とす

る。ただし、区長が敷地の形

態上又は土地の利用上やむ

を得ないと認めた建築物に

ついては、この限りでない。 

 

(に) 建 築 物 の

高 さ の 最

高限度 

１ ３１メートル  

２ ３６メートル（計画図２

に掲げる０．５メートル以

上の壁面の位置の制限を

受ける場合。２以上の制限

を受ける場合はその最大

数値による。）  

３ ５３メートル（敷地面積

３ ,０００平方メートル以

上で、敷地面積の１００分

の６以上の公共の用に供

する空地（壁面の位置の制

限を受ける区域を除く。）

を設ける場合）  

４ 建築物等の高さには、建

築物の屋上を利用して設

置する屋外広告塔、広告

板及び看板を目的とする

工作物の高さを含むもの

とし、前３項に掲げる数

値以内で設置するものと

する。ただし、屋上に設

置する４メートル以下の

フェンス（目隠し用を含

む。）については、この限

りでない。 

 

 

(ろ) 建 築 物 の

容 積 率 の

最高限度 

 

(は) 建 築 物 の

敷 地 面 積

の 最 低 限

度 

３００平方メートル   

(に) 建 築 物 の

壁 面 の 位

置の制限 

建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面（ベランダ、バル

コニーその他これらに類す

るものを含む。）から道路境

界線までの距離は、計画図２

に掲げる区分に応じ、それぞ

れ定められた数値以上とす

 

を 

「 

」 



る。ただし、区長が敷地の形

態上又は土地の利用上やむ

を得ないと認めた建築物に

ついては、この限りでない。 

(ほ) 建 築 物 の

高 さ の 最

高限度 

１ ３１メートル  

２ ３６メートル（計画図２

に掲げる０．５メートル以

上の壁面の位置の制限を

受ける場合。２以上の制限

を受ける場合はその最大

数値による。）  

３ ５３メートル（敷地面積

３ ,０００平方メートル以

上で、敷地面積の１００分

の６以上の公共の用に供

する空地（壁面の位置の制

限を受ける区域を除く。）

を設ける場合）  

４ 建築物等の高さには、建

築物の屋上を利用して設

置する屋外広告塔、広告

板及び看板を目的とする

工作物の高さを含むもの

とし、前３項に掲げる数

値以内で設置するものと

する。ただし、屋上に設

置する４メートル以下の

フェンス（目隠し用を含

む。）については、この限

りでない。 

 

に改め、同表の２東京都市計画御徒町駅周辺地区地区計画地区整

備計画区域の部中 

(ろ) 建 築 物 の

敷 地 面 積

の 最 低 限

度 

１００平方メートル  

(は) 建 築 物 の

壁 面 の 位

置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に掲げる

壁面線を越えて建築してはならない。ただし、歩行者の安

全性を確保するために必要な庇その他これに類するもの又

は区長が公益上必要と認めた建築物については、この限り

でない。 

(に) 建 築 物 の

高 さ の 最

高限度 

 

 

(ろ) 建 築 物 の

容 積 率 の

最高限度 

 

(は) 建 築 物 の

敷 地 面 積

の 最 低 限

度 

１００平方メートル  

」 

「 

」 

を 

「 



(に) 建 築 物 の

壁 面 の 位

置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に掲げる

壁面線を越えて建築してはならない。ただし、歩行者の安

全性を確保するために必要なひさしその他これに類するも

の又は区長が公益上必要と認めた建築物については、この

限りでない。  

(ほ) 建 築 物 の

高 さ の 最

高限度 

 

に改め、同表の３東京都市計画東上野四・五丁目地区地区計画地

区整備計画区域の部中 

 

(ろ) 建 築 物 の

敷 地 面 積

の 最 低 限

度 

 

(は) 建 築 物 の

壁 面 の 位

置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面（ベランダ、バルコ

ニーその他これらに類するものを含む。）から道路境界線ま

での距離は、計画図２に掲げる区分に応じ、それぞれ定め

られた数値以上とする。ただし、歩行者の安全性若しくは

快適性を確保するために必要な庇その他これに類するもの

又は区長が敷地の形態上若しくは土地の利用上やむを得な

いと認めた建築物については、この限りでない。  

(に) 建 築 物 の

高 さ の 最

高限度 

 

 

(ろ) 建 築 物 の

容 積 率 の

最高限度 

 

(は) 建 築 物 の

敷 地 面 積

の 最 低 限

度 

 

(に) 建 築 物 の

壁 面 の 位

置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面（ベランダ、バルコ

ニーその他これらに類するものを含む。）から道路境界線ま

での距離は、計画図２に掲げる区分に応じ、それぞれ定め

られた数値以上とする。ただし、歩行者の安全性若しくは

快適性を確保するために必要なひさしその他これに類する

もの又は区長が敷地の形態上若しくは土地の利用上やむを

得ないと認めた建築物については、この限りでない。  

(ほ) 建 築 物 の

高 さ の 最

高限度 

 

に改め、同表に次のように加える。 

」 

」 

「 

を 

」 

「 



  

計画地区  道灌山通り

沿道地区  

商業・住宅

地区１  

商業・住宅

地区２  

よみせ通り沿

道地区  

朝倉彫塑館

通り沿道地

区  

住宅地区  共同住宅地

区  

(い) 建

築

物

の

用

途  

の

制

限  

１  風俗営

業等の規

制及び業

務の適正

化等に関

する法律

第２条第

１項各号

に規定す

る風俗営

業並びに

同条第６

項各号及

び第９項

に規定す

る性風俗

関連特殊

営業並び

に同条第

１１項に

規定する

特定遊興

飲食店営

業の用に

供する建

築物  

２  ナイト

クラブそ

の他設備

を設けて

客にダン

スをさせ、

かつ、客に

飲食をさ

せる営業

（前項に

掲げるも

のを除

く。）の用

に供する

建築物  

３  勝馬投

票券販売

所、場外車

券売場そ

の他これ

らに類す

る建築物  

１  風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律第２条第１項第２号か

ら第５号までに規定する風俗営業並び

に同条第６項第４号から第６号まで及

び第９項に規定する性風俗関連特殊営

業並びに同条第１１項に規定する特定

遊興飲食店営業の用に供する建築物  

２  ナイトクラブその他設備を設けて客

にダンスをさせ、かつ、客に飲食をさせ

る営業（前項に掲げるものを除く。）の

用に供する建築物  

３  勝馬投票券販売所、場外車券売場その

他これらに類する建築物  

 

(ろ) 建

築

物

の

容

積

率

の

   １  壁 面 の

位 置 の 制

限 ２ 号 が

定 め ら れ

て い る 敷

地 に お い

て は １ ０

０ 分 の ２

 １  壁 面 の

位 置 の 制

限 １ 号 が

定 め ら れ

て い る 敷

地 に お い

て は １ ０

０ 分 の １

 

４  東京都市計画谷中地区地区計画地区整備計画区域  



最

高

限

度  

７６  

２  壁 面 の

位 置 の 制

限 が 定 め

ら れ て い

な い 敷 地

に お い て

は、前面道

路（前面道

路 が ２ 以

上 あ る 場

合は、その

幅 員 の 最

大のもの）

の 幅 員 の

メ ー ト ル

の 数 値 に

１ ０ 分 の

６ を 乗 じ

て 得 た 数

値と、用途

地 域 に 関

す る 都 市

計 画 に 定

め ら れ た

容 積 率 の

い ず れ か

小 さ い 方

の数値  

３  ２ 以 上

の 道 路 に

接し、一は

壁 面 の 位

置 の 制 限

が 定 め ら

れ、その他

が 定 め ら

れ て い な

い 敷 地 に

お け る 容

積 率 の 最

高限度は、

第 １ 項 の

数 値 と 前

項 の 数 値

の い ず れ

か 大 き い

方の数値  

８４  

２  壁 面 の

位 置 の 制

限 が 定 め

ら れ て い

な い 敷 地

に お い て

は、前面道

路（前面道

路 が ２ 以

上 あ る 場

合は、その

幅 員 の 最

大のもの）

の 幅 員 の

メ ー ト ル

の 数 値 に

１ ０ 分 の

４ を 乗 じ

て 得 た 数

値と、用途

地 域 に 関

す る 都 市

計 画 に 定

め ら れ た

容 積 率 の

い ず れ か

小 さ い 方

の数値  

３  ２ 以 上

の 道 路 に

接し、一は

壁 面 の 位

置 の 制 限

が 定 め ら

れ、その他

が 定 め ら

れ て い な

い 敷 地 に

お け る 容

積 率 の 最

高限度は、

第 １ 項 の

数 値 と 前

項 の 数 値

の い ず れ

か 大 き い

方の数値  

(は) 建

築

物

の

敷

地  

面

積

の

最

低

限  

度  

５０平方メートルとする。ただし、次の各項のいずれかに該当する場合は、この限りでない。  

１  本地区計画の決定告示日において、当該規定に適合しない土地又は現に存する所有権その他の権

利に基づいて建築物の敷地として使用する当該規定に適合しない土地について、その全部を一の敷

地として使用するもの  

２  公共施設（道路、公園等）の整備等により規定値未満となる土地  

３  代替地として提供される規定値未満の土地  

４  区長が公益上やむを得ないと認めた土地  



(に) 建

築

物

の

壁

面  

の

位

置

の

制

限  

 建築物の外

壁又はこれ

に代わる柱

の面（ベラン

ダ、バルコニ

ーその他こ

れらに類す

るものを含

む。）から道

路中心線又

は道路境界

線までの距

離は、計画図

３に示す数

値以上とす

る。ただし、

次に掲げる

ものについ

ては、この限

りでない。  

１  壁面の

位置の制

限３号に

ついては、

地盤面か

ら１０メ

ートルを

超えて設

ける軒、ひ

さしその

他これら

に類する

もの  

２  文化財

保護法（昭

和２５年

法律第２

１４号）第

２７条に

よる指定

又は同法

第５７条

による登

録をされ

ているも

の、東京都

文化財保

護条例（昭

和５１年

東京都条

例第２５

号）第４条

による指

定をされ

ているも

の、東京都

台東区文

化財保護

条例（昭和

６２年７

月台東区

条例第１

 建築物の外

壁又はこれ

に代わる柱

の面（ベラン

ダ、バルコニ

ーその他こ

れらに類す

るものを含

む。）から道

路中心線又

は道路境界

線までの距

離は、計画図

３に示す数

値以上とす

る。ただし、

次に掲げる

ものについ

ては、この限

りでない。  

１  壁面の

位置の制

限２号に

ついては、

地盤面か

ら２．５メ

ートルを

超え９メ

ートルま

でに設け

る軒、ひさ

しその他

これらに

類するも

の  

２  文化財

保護法第

２７条に

よる指定

又は同法

第５７条

による登

録をされ

ているも

の、東京都

文化財保

護条例第

４条によ

る指定を

されてい

るもの、東

京都台東

区文化財

保護条例

第７条の

台東区区

民文化財

台帳に登

載するも

の又は東

京都台東

区景観条

 建築物の外

壁又はこれ

に代わる柱

の面（ベラン

ダ、バルコニ

ーその他こ

れらに類す

るものを含

む。）から道

路中心線又

は道路境界

線までの距

離は、計画図

３に示す数

値以上とす

る。ただし、

次に掲げる

ものについ

ては、この限

りでない。  

１  壁面の

位置の制

限１号に

ついては、

地盤面か

ら２．５メ

ートルを

超え９メ

ートルま

でに設け

る軒、ひさ

しその他

これらに

類するも

の  

２  文化財

保護法第

２７条に

よる指定

又は同法

第５７条

による登

録をされ

ているも

の、東京都

文化財保

護条例第

４条によ

る指定を

されてい

るもの、東

京都台東

区文化財

保護条例

第７条の

台東区区

民文化財

台帳に登

載するも

の又は東

京都台東

区景観条

 



８号）第７

条の台東

区区民文

化財台帳

に登載す

るもの又

は東京都

台東区景

観条例（平

成１４年

１０月台

東区条例

第４３号）

第２３条

による指

定をされ

ているも

の  

例第２３

条による

指定をさ

れている

もの  

例第２３

条による

指定をさ

れている

もの  

(ほ) 建

築

物

の

高

さ  

の

最

高

限

度  

－  ２ ０ メ ー ト

ル  

２０メート

ル  

１ ７ メ ー ト

ル  

１ ２ メ ー ト

ル  

１ ２ メ ー ト

ル（ただし、

谷 中 小 学 校

及 び 谷 中 防

災 コ ミ ュ ニ

テ ィ セ ン タ

ーを除く。）  

－  

高 さ が １ ０

メ ー ト ル を

超 え る 建 築

物が、冬至日

において、当

該 建 築 物 が

あ る 道 灌 山

通 り 沿 道 地

区 の 区 域 外

の 土 地 に 日

影 を 生 じ さ

せ る 場 合 に

お け る 建 築

物 等 の 高 さ

の 最 高 限 度

の 規 定 の 適

用 に 関 し 必

要な事項は、

建 築 基 準 法

施 行 令 第 １

３ ５ 条 の １

３ の 規 定 を

準用する。  

高 さ が １ ０

メ ー ト ル を

超 え る 建 築

物 に つ い て

は、次のとお

りとする。  

１  冬 至 日

の 真 太 陽

時 に よ る

午 前 ８ 時

か ら 午 後

４ 時 ま で

の 間 に お

ける、平均

地 盤 面 か

ら の 高 さ

が ４ メ ー

ト ル の 水

平 面 に 敷

地 境 界 か

ら の 水 平

距 離 が ５

メ ー ト ル

を 超 え １

０ メ ー ト

ル 以 内 の

範 囲 に お

い て は ４

時間以上、

１ ０ メ ー

ト ル を 超

え る 範 囲

に お い て

は２．５時

間 以 上 日

影 と な る

部 分 を 生

高さが１０

メートルを

超える建築

物が、冬至

日 に お い

て、当該建

築物がある

商業・住宅

地区２の区

域外の土地

に日影を生

じさせる場

合における

建築物等の

高さの最高

限度の規定

の適用に関

し必要な事

項は、建築

基準法施行

令第１３５

条の１３の

規定を準用

する。  

高さが１０メートルを超える建築物については、次のとお

りとする。  

１  冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時まで

の間における、平均地盤面からの高さが４メートルの水

平面に敷地境界からの水平距離が５メートルを超え１

０メートル以内の範囲においては４時間以上、１０メー

トルを超える範囲においては２．５時間以上日影となる

部分を生じさせない高さとする。なお、同一敷地内に２

以上の建築物がある場合においては、これらの建築物を

一の建築物とみなすこととする。また、緩和に関する措

置は、建築基準法施行令第１３５条の１２の規定を準用

する。  

２  建築物が前項の規定による日影時間の制限の異なる

地区の内外にわたる場合又は建築物が、冬至日におい

て、当該建築物がある当該地区の区域外の土地に日影を

生じさせる場合における前項の規定の適用に関し必要

な事項は、建築基準法施行令第１３５条の１３の規定を

準用する。  



じ さ せ な

い 高 さ と

す る 。 な

お、同一敷

地 内 に ２

以 上 の 建

築 物 が あ

る 場 合 に

おいては、

こ れ ら の

建 築 物 を

一 の 建 築

物 と み な

す こ と と

す る 。 ま

た、緩和に

関 す る 措

置は、建築

基 準 法 施

行 令 第 １

３ ５ 条 の

１ ２ の 規

定 を 準 用

する。  

２  建 築 物

が 前 項 の

規 定 に よ

る 日 影 時

間 の 制 限

の 異 な る

地 区 の 内

外 に わ た

る 場 合 又

は 建 築 物

が、冬至日

において、

当 該 建 築

物 が あ る

当 該 地 区

の 区 域 外

の 土 地 に

日 影 を 生

じ さ せ る

場 合 に お

け る 前 項

の 規 定 の

適 用 に 関

し 必 要 な

事項は、建

築 基 準 法

施 行 令 第

１ ３ ５ 条

の １ ３ の

規 定 を 準

用する。  

－  高さが２０メートルを超え

る既存建築物の建替え（地

区計画決定の告示日におい

ての当該建築物の所有者等

が行うものに限る。）につい

ては、当該建築物の各部分

の高さを超えない範囲内で

高 さ が １ ７

メ ー ト ル を

超 え る 既 存

建 築 物 の 建

替え（地区計

画 決 定 の 告

示 日 に お い

高さが１２メートルを超え

る既存建築物の建替え（地

区計画決定の告示日におい

ての当該建築物の所有者等

が行うものに限る。）につい

ては、当該建築物の各部分

の高さを超えない範囲内で

－  



１度だけ建替えができるこ

ととする。  

て の 当 該 建

築 物 の 所 有

者 等 が 行 う

も の に 限

る。）につい

ては、当該建

築 物 の 各 部

分 の 高 さ を

超 え な い 範

囲 内 で 建 替

え が で き る

こととする。 

１度だけ建替えができるこ

ととする。  

 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

備考 この表において「計画図」とは、都市計画法第１４条第１項に規定する計画図をいう。  


